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官団員

JICA
林

長谷川 佐野 江川 林 中田 亀田

1 2006/11/2 木 マニラ 同他団員

2 2006/11/3 金 マニラ 同他団員

3 2006/11/4 土 イフガオ 市場価格調査

4 2006/11/5 日 カンブロ
調査事項準備・整
理

5 2006/11/6 月 マニラ
DOE 打合
機材業者調査

6 2006/11/7 火 マニラ
成田→マニ
ラ

機材業者調査・連
絡

7 2006/11/8 水 マニラ
機材業者調査・連
絡

8 2006/11/9 木 マニラ
機材業者/据付業
者調査・連絡

9 2006/11/10 金 マニラ 輸送業者調査

10 2006/11/11 土 マニラ
マニラ(JAL742/14:45)
→成田(19:45) 対象サイトに関する

考察
市場価格調査

11 2006/11/12 日 マニラ 休み
調査事項準備・整
理/見積依頼書作
成

12 2006/11/13 月 マニラ
DOEと対象サイトに

関する協議

保険・輸送業者面
談/見積依頼書作
成

13 2006/11/14 火 マニラ
現地再委託の選定

理由書説明
機材業者調査・地
元工場訪問

14 2006/11/15 水 マニラ
現地再委託の記録
簿のJICAマニラ事

務所への提出

据付業者調査・見
積依頼

15 2006/11/16 木 マニラ
DOEと対象サイトに

関する協議
第三国機材業者調
査・地元工場訪問

16 2006/11/17 金 マニラ 収集資料整理
据付業者調査・見
積依頼

17 2006/11/18 土 マニラ 収集資料整理 市場価格調査

18 2006/11/19 日 マニラ 休み
調査事項整理/見
積依頼書作成

19 2006/11/20 月 マニラ
現地調査

マニラ→タボック
輸送業者調査・訪
問

20 2006/11/21 火 マニラ
現地調査
カルガラン

据付業者調査・見
積依頼

21 2006/11/22 水 マニラ
現地調査

ﾊﾟﾝﾃｨｷｱﾝ・ﾀﾗﾗﾝ
保険・輸送業者面
談/見積依頼

22 2006/11/23 木 マニラ
現地調査

マリン１、マリン２
据付業者訪問・見
積依頼

23 2006/11/24 金 マニラ
現地調査

マニラ→パシル
据付業者調査・見
積依頼

24 2006/11/25 土 マニラ 団内会議 市場価格調査

25 2006/11/26 日 マニラ 調査結果まとめ 休み

成田（JAL741/9:35)→マニラ（13:25）JICA林、長谷川、亀田、江川

大阪(TG621/10:00 )→マニラ(13:10) 佐野、林

JICAマニラ事務所ご挨拶、調査方針の説明・協議

DOEとインセプションレポートに関する説明・協議

DOEとミニッツに関する協議

JICAマニラ事務所へ報告

DOEとミニッツに関する署名

在フィリピン日本大使館へ報告

現地調査　マニラ→バナウエ
バナウエ市長に面談

現地調査　バナウエ→カンブロ

調 査 日 程(現地調査時）

月日日順 曜日 宿泊地

コンサルタント団員

現地調査　カンブロ→バナウエ→マニラ

JICAマニラ事務所にて８月実施された環境社会調査の報告書ドラフト受理

DOEへのインセプションレポートに関する説明・協議

DOEとミニッツに関する協議・署名

カリンガ州バルバラン地区のセキュリティ調査結果報告会出席

サイト移動および現地調
査

ムルクサッド→マリン1,2

移動および現地調査
バナウエ→マオヤオ→マ

ガ

サイト移動
マニラ→タブック

移動
マニラ→バナウエ

移動
バナウエ→プラ

現地調査
プラ

現地調査
マリン1,2

現地調査
マガ

現地調査
プラ

現地調査および移動
プラ→カンブロ→バナウ

エ

移動および現地調査
タブック→マルクサッド

現地調査
マルクサッド

現地調査
マルクサッド

資料整理
バナウエ

現地調査
マルクサッド

団内会議
バナウエ

現地調査
マリン1,2

移動および現地調査
マガ→マオヤオ

現地調査
マリン1,2

団内会議
マオヤオ

現地調査
マリン1,2

現地調査
リオ２

現地調査
マリン1,2

現地調査
リオ２

現地調査
マリン1,2

移動
マオヤオ→バナウエ→マ

ニラ
現地調査およびサイト移

動
マリン1,2→タブック

資料整理
マニラ

団内会議および移動
タブック→マニラ

資料整理
マニラ

団内会議 団内会議

サイト移動
マニラ→タブック

休み
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長谷川 佐野 江川 林 中田 亀田
月日日順 曜日 宿泊地

コンサルタント団員

26 2006/11/27 月 マニラ
DOEとの調査工程

中間打合せ
据付業者訪問・見
積依頼

27 2006/11/28 火 マニラ
NAMRlA(国土地理
院)にて地図購入

輸送業者調査・訪
問

28 2006/11/29 水 マニラ 調査結果のまとめ
資料整理・業者面
談

29 2006/11/30 木 マニラ
ﾃｸﾆｶﾙノートの作

成
据付業者訪問・見
積依頼

30 2006/12/1 金 マニラ
ﾃｸﾆｶﾙノートの作

成

マニラ
（JAL742/14:45)→
成田（19:45）

31 2006/12/2 土 マニラ
現地調査結果報告

書作成

32 2006/12/3 日 マニラ
現地調査結果報告

書作成

33 2006/12/4 月 マニラ
現地調査結果報告

書作成

34 2006/12/5 火 マニラ
現地調査結果報告

書作成

35 2006/12/6 水 マニラ
現地調査結果報告

書作成

36 2006/12/7 木 マニラ
調査結果のまとめ

37 2006/12/8 金 マニラ
調査結果のまとめ

38 2006/12/9 土 マニラ

39 2006/12/10 日 マニラ

40 2006/12/11 月 マニラ

41 2006/12/12 火 マニラ

42 2006/12/13 水 マニラ

現地調査
ルボ、ダカラン

調査結果のまとめ

移動
ルボ→マニラ

調査結果のまとめ

サイト移動および現地調
査

タブック→ブアヤ

DOEとの調査工程中間打
合せ

現地調査
ブアヤ

移動
マニラ→カヤパ

現地調査
ブアヤ

現地調査
タリカブカブ

現地調査およびサイト移
動

ブアヤ→タブック

現地調査および移動
タリカブカブ→カヤパ→ソ

ラノ

資料整理
タブック

資料整理
ソラノ

サイト移動および現地調
査

タブック→ルボ→ダカラン

資料整理
ソラノ

現地調査
ルボ、ダカラン

移動
ソラノ→ビナリアン

現地調査
ルボ、ダカラン

現地調査
ビナリアン

現地調査
ルボ、ダカラン

現地調査および移動
ビナリアン→ソラノ

マニラ（JAL746/9:45)→成田（14:45）長谷川、江川、中田

マニラ(TG620/14:25 )→大阪(19:00) 佐野、林

技プロとの調整会議（於：ＪＩＣＡマニラ事務所）
ＪＩＣＡマニラ事務所への調査結果報告

現地調査
ルボ、ダカラン

移動
ソラノ→バヨンボン→マニ

ラ

調査結果の団内調整会議

調査結果のまとめ

調査結果のまとめ
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官団員

JICA
林

長谷川 佐野 江川

1 2007/5/30 水 マニラ

2 2007/5/31 木 マニラ

3 2007/6/1 金 マニラ

4 2007/6/2 土 マニラ

5 2007/6/3 日 マニラ

6 2007/6/4 月 マニラ

7 2007/6/5 火 マニラ

8 2007/6/6 水 マニラ

9 2007/6/7 木 マニラ

10 2007/6/8 金 マニラ 午前：マニラ→成田

調 査 日 程(基本設計概要説明時）

月日日順 曜日 宿泊地

コンサルタント団員

DOEおよびREMDへミニッツのドラフトの説明・協議

JICAマニラ事務所へミニッツ内容の報告

団内会議および書類作成

DOEとミニッツに関する署名

マニラ(14:25)-成田(19:50) by JL742、長谷川、江川
マニラ(14:25)-関西(19:50) by TG620、佐野

成田(JL741/(9:35)-マニラ(13:05)JICA林、長谷川、江川
関西(TG621/(10:35)-マニラ(13:25)佐野

JICAマニラ事務所挨拶、調査方針の説明・協議

大使館訪問、調査方針の説明
DOE挨拶、基本設計報告書ドラフトの説明・報告

技術プロジェクトチームと打合せ

REMDへ基本設計報告書ドラフトおよび機材仕様書（ドラフト）の説明・報告
DOEおよびREMDとミニッツに関する打合せ

団内会議、書類作成および書類整理

同上

日本大使館へ日本大使館へ基本設計概要説明結果およびMinutes内容の報告

DOEと協議、NEAへ資料収集
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Person in Charge of the Project 
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1) Mr. Mariano S. Salazar Undersecretary  

2) Mr. Matanog M. Mapandi Assistant Secretary 

3) Mr. Mario C. Marasigan Director of Energy Utilization Management Bureau 

2. エネルギー省再生可エネルギー管理局(Renewable Energy Management Division) 
1) Mr. Ronnie N. Sargento Supervising Science Research Specialist 

2) Mr. Rey V. Salvania Senior Science Research Specialist 

3) Mr. Arnulfo M. Zabala Senior Science Research Specialist 

4) Mr. Epifanio G. Gacusan, Jr.   Senior Science Research Specialist 

5) Mr. Winifredo S. Malabanan Senior Science Research Specialist 

6)  Mr. Nelson A. Fajardo Science Research Specialist II 

7)  Mr. Ramon O. Jaurigue Science Research Specialist II  

8) Ms. Russelle G. Pandaraoan Science Research Specialist II 

9) Ms. Jennifer L. Morante Science Research Specialist I 

  

対象プロジェクトサイトの市長（Mayor of Municipality of Project Sites） 
1) Mr. Allen Jesse C. Mangaoang Municipality Balbalan, Kalinga 

2) Mr. Artemio B. Dalsen   Municipality Pasil, Kalinga 

3) Mr. Francisca Cawi   Municipality Tanudan, Kalinga 

4) Mr. Jerry U. Dalipog Municipality Banawe, Ifgao 

5) Mr. Ronnie H. Lumayna Municipality Mayoyao, Ifgao 

6) Mr. Tony A. Dupiano Municipality Kayapa, Nueva Viscaya 

 

対象プロジェクトサイト村落長(Barangay Captain of the Project Sites) 
1) Mr. Noel Liwaliw Barangay Maling 

2) Mr. Rudy Balutoc Barangay Buaya 

3) Mr. Charlemagne A. Mosing Barangay Maluksad 

4) Ms. Editha Lungid Barangay Galdang 

5) Mr. Jaime B. Baluga Barangay Guinaang 

6) Mr. Alfonso Massagan Barangay Pugong 

7) Mr. Alejandrino Dinao Barangay Dakalan 

8) Mr. Alex Masa-aw Barangay Lubo(Upper) 

9) Mr. Alfred Pasado Barangay Lubo(Lower) 

10) Mr. Dangpason Leon Sr Barangay Lubo(Babbanoy) 

11) Mr. Gabriel Benohlan Barangay Cambulo 

12) Ms.  Barangay Pula (Banawe) 

13) Mr. Montejo Omanhan Barangay Maga 
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14) Mr. Paul Vicente Barangay Liwo-2 

15) Mr. Joseph Pedro Barangay Binalian 

16) Mr. Monto M. Macarto Barangay Talecabcab 

 

5. 在フィリピン日本大使館 
1) 木村欣央  書記官 

6. JICA マニラ事務所 
1) 松浦正三 所長 

2)  岩上憲三 副所長 

3)  前原充宏 事業実施管理班 

4)  大類九里 担当所員（企画・調達班） 
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2. エネルギー省再生可能エネルギー管理局（Renewable Energy Management Division） 
1) Mr. Fortunato Sibayan Office in Charge 

2)  Mr. Ronnie N. Sargento Chief, PDEM Section 

3)  Mr. Romubo B. Callangan Jr. Senior Science Research Specialist 

4) Mr. Arturo F. Torralba, Jr. Senior Science Research Specialist 

5) Mr. Epifanio G. Gacusan, Jr.   Senior Science Research Specialist 

6)  Mr. Rey V. Salvania Senior Science Research Specialist 

7)  Mr. Ronald T. Angeles Science Research Specialist II 

8) Ms. Russelle G. Pandaraoan Science Research Specialist II 

9)  Mr. Ramon N. Galamgam Science Research Specialist II  

10)  Mr. Ida A. Madrideo Science Research Specialist II 

11)  Mr. Hidelita I. Villanueva  Science Research Specialist II 

12)  Mr. Elinor P. Quinto Science Research Specialist II  

3. 在フィリピン日本大使館 
1) 木村欣央  書記官 

4. JICA マニラ事務所  
1)  岩上憲三 副所長 

2)  朝戸 恵子 担当所員 
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事業事前計画表（基本設計時） 
1. 協力対象事業名 

フィリピン国 北部ルソン地方電化計画 

2. 要請の背景（協力の必要性・位置付け） 

フィリピン国（「フィ」国）は総面積 299,400m2（日本の約 80%）、7,100 以上の島々からなる島嶼国である。地

理的制約から同国の電化率は70%程度に留まっており、現在でも人口の約8,300万人の内約2,000万人が電

気のない生活を余儀なくされている。 

このため「フィ」国は農村地域における生活水準の向上や、収入源創出による貧困撲滅を目的に「2008 年

に村落電化率100%」「2017年に家屋電化率90%」目標に掲げ地方電化を最重要政策に位置づけている。これ

ら未電化地域の多くは、山岳部や離島に散在しており、送電線の延長による電化は困難な情況にあることか

ら、これまで小・マイクロ水力および太陽光発電等の再生可能エネルギーを活用した独立電源の導入が促進

されてきた。 

今回要請のあった北部ルソン地域は山岳地帯の過疎地域にあり、現在も 500 以上の村落（約 6 万世帯）が

電化されていないことから、エネルギー省（DOE）は 1999 年より河川が多く水力資源に富む同地域におい

て、マイクロ水力を活用した電化に取り組んでいるものの、設置台数が少ないことに加え、発電設備の品質に

起因する故障の頻発や運営維持管理体制等の問題を抱えている。 

わが国は 2001 年から 2004 年までの長期専門家を派遣し、地点選定や運営技術等の技術移転を行い、

2004 年からは技術協力プロジェクト「地方電化プロジェクト」を実施し、料金制度構築等について継続的に協

力中である（2009 年終了予定）。さらに 2003 年に実施した「北部ルソン未電化地域マイクロ水力発電基礎調

査」（在外基礎調査）においては、50箇所の地点調査を実施し、水力ポテンシャル、電力需要、運営維持管理

体制、サイトアクセス条件等を考慮した上で、候補地点を 20 箇所に絞り込んだ。 

「フィ」国政府は上記基礎調査の結果に基づき、マイクロ水力発電を整備する意向であるものの、慢性的な

財政難から自助努力での整備が困難であるとして、候補地点をさらに 14 箇所へと絞り込んだ上で、わが国の

無償資金協力による整備を要請してきた。 

マイクロ水力発電所の運営、維持・管理は、村落電化組合（BAPA：Barangay Alternative Power 

Association）が行なうこととなるが、運転員、点検保守要員に対する技術指導、組織、運営に係るマネージメン

トに係る指導が必要であり、DOE 職員、LGUs 関係者による支援が不可欠である。DOE 職員及び LGUs 関係

者のこのような指導能力向上に係るキャパシティディベロップメントは、地方電化プロジェクトにおいて実施中

であり、同技術協力プロジェクトと連携をとり、村落電化組織が適切に形成され、運営されるようバックアップを

行うことが本案件では重要となる。 

3. プロジェクト全体計画概要 

(1) プロジェクト全体計画の目標（裨益対象の範囲および規模） 
① 村落の電化で住民生活レベルの向上が図れる 
② 村落の電化で、住民の勉学環境の向上が図れる 
③ 村落の電化で生計向上活動の創出に寄与する 
裨益対象：マリン‐１、マリン‐２、マルクサッド、カンブロ、リオ‐２サイト周辺住人 
裨益人口：約 8,000 人 

 (2) プロジェクト全体計画の成果 
① マイクロ水力発電施設・送配電機材が整備・調達される 
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② 電化製品を使用することが可能となる 
③ 電灯の使用が可能となり、夜間における勉学環境が整備される 
④ 村落電化組合が結成される 
⑤ 設備の運転・維持に係る雇用が創出される 
⑥ 脱穀等の電動化により農作業の効率化が図れる 

 (3) プロジェクト全体計画の主要活動 
① マイクロ水力発電施設および送電線が整備され、また低圧配電用機材が調達される 
② 低圧配電線を据え付ける 
③ 村落電化組合が適切に設立・運営される 
④ 運開後、設備の運転・維持管理を行う 

 (4) 投入（インプット） 
ア. 日本側（＝本案件）：無償資金協力 6.97 億円 
イ. 相手国側： 

① ＶＡＴ予算の措置 
② 低圧配電線の据付工事 
③ サイトまでのアクセス道路の補修 
④ 用地取得 
⑤ 不要な既設設備の撤去 
⑥ ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの実施に必要な人員及び経費の確保 
⑦ 各種関連機関との調整・申請・承認 

(5) 実施体制 
実施機関：エネルギー省、エネルギー管理局、再生可能エネルギー管理課 
主管官庁：エネルギー省 

4. 無償資金協力案件の内容 

本無償協力案件は、技術協力プロジェクトと連携し、村落電化組合を中心とした電力供給運営を実現する為のパ

イロットプロジェクトとして選定された５サイトにマイクロ水力発電所を整備するものである。 

(1) サイト 
① マリン‐１ (カリンガ州 バルバラン県) 
② マリン‐２ (カリンガ州 バルバラン県) 
③ マルクサッド (カリンガ州 パジル県) 
④ カンブロ (イフガオ州 バナウエ県) 
⑤ リオ‐2 （イフガオ州 マオヤオ県） 

(2) 概要 

当該無償資金援助協力案件により整備・供与される主要な施設・機材は以下のとおりである。 

① マイクロ水力発電機および付帯設備の調達・据付 
② 13.2kV 送電線用資機材の調達・据付 
③ 低圧配電用資機材の調達 

(3) 相手国側負担事項 
① ＶＡＴ予算の措置 
② 低圧配電線の据付工事 
③ サイトまでのアクセス道路の補修 
④ 用地確保 
⑤ 不要な既設設備の撤去等 
⑥ ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの実施に必要な人員及び経費の確保 
⑦ 各種関連機関との調整・申請・承認 

(4) 概算事業費 
概算総事業費7.93 億円（無償資金協力 6.97 億円、「フィ」国側負担 0.96 億円） 



資料 6 事業事前計画表 

 

(5) 工期 

詳細設計・入札期間を含め約 20 ヶ月(予定) 

(6) 貧困、ジェンダー、環境及び社会面の配慮 
該当事項なし。 

5. 外部要因リスク（プロジェクト全体計画の目標の達成に関するもの） 

特に該当事項なし。 

6. 過去の類似案件からの教訓の活用 

特に該当事項なし。 

7. プロジェクト全体計画の事後評価に係る提案 

(1) プロジェクト全体計画の事後評価に係る成果指標 
 現状（2007 年） プロジェクト実施後（2009 年） 

マイクロ発電設備の導入 
未電化 

5サイトに出力計334ｋWのマイクロ水力設備及び送電線が整備

される 

電力供給時間  0 24 時間供給が可能となる 

(2) その他の成果指標 
特になし 

(3) 評価のタイミング 
2009 年以降 
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表 1 マイクロ水力発電所建設候補 12 サイトの総合評価表 

 

 ：実施効果総合評価にて 20 点中 11 点以上の箇所 

赤字  ：上記 10 点以下で特に評価の低いポイント 

                        
番 
号 

 
サイト名称 

① 
グリッド配電線の状況 

 
 
 

5 点評価 

② 
住民の参加意識 
環境社会配慮 

 
 

5 点評価 

 
対象世帯数 

 
 
 

5 点評価 

③ 
可能出力 (a)
必要出力 (b)

(a)/(b)  
 

5 点評価 

④ 
1 世帯あたり

の 
建設コスト

比 
5 点評価 

⑤ 
実施効果総

合評価 
①+②+③+④

⑥ 
サイトへのアクセス 

 
 
 

5 点評価 

⑦ 
施工工期の制限 

 
 
 

5 点評価 

第１期での施工

の可否 
H18.4~H19.2 の

11 ヶ月を想定

⑥⑦の低い数値

３点以上を可 

第２期での施工

の可否 
H18.12~H20.2

の 15 ヶ月を想定

1 マリン-2 
Maling-2 

カリンガ州の州都タブック

（Tabuk）より国道約 25ｋｍ

手前地点まで配電グリッド

がある。 

市長自らの Site に同行する等非常

に協力的であった。バランガイキャ

プテンはリーダーシップがありプロ

ジェクトへの関心が強い。 
 

244+218+16 
=478 

57 
(96) 

(59%) 

0.35  村落へは年間を通じ小中型 4 輪駆動車のア

クセスが可能、また発電所サイトまで年間を

通じ小中型 4 輪駆動車のアクセスが可能。 

水量が多いので堰の工事は乾

期の終盤 3 月～5 月に実施す

ることが必須。 

 
 

可 

 

  5 5  3 5 18 5 3 3  
2 マリン-1 

Maling-1 
 

同上 
 

市長自らの Site に同行する等非常

に協力的であった。バランガイキャ

プテンはリーダーシップがありプロ

ジェクトへの関心が強い。 
 

54+163 
=217 

31 
(44) 

(70%) 

0.42  村落へは年間を通じ小中型 4 輪駆動車のア

クセスが可能、また発電所サイトまでは約

1km で途中まで人道がある。 

堰の工事は乾期から雨期の始

まりまで実施可能。 
 
 

可 

 

  5 5  3 4 17 5 5 5  

3 ブアヤ 
Buaya 

隣の村落タワン(Tawang)ま
で今年 2006 年に配電線が

延長された。同村落よりブ

アヤまでは約 4km。 
 

PRA 等も初めて行われたため住民

参加意識形成は今後の課題であ

る。村落内の部落が地域内に点在

しており意識の共有化が計れてい

ない。 

146 9 
(28) 

(32%) 

1.24  雨期においては村落手前 14km 地点まで普

通車両にて、また乾期においては手前 8km
まで４輪駆動車にてアクセス可能。また発電

所サイトは村落より約 1km で人道もない。 

堰の工事は乾期から雨期の始

まりまで実施可能。 
 

 
 

不可 

 
 

可 
 

  3 1  1 1 6 1 5 1  
4 マルクサッド 

Maluksad 
村落手前約 10km 手前まで

配電グリッドがある。 
 
 
 

LGU の Engineer が Site に同行する

等の協力がなかったが、バランガイ

は協力的であった。供給対象村落

の電化ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄに対する意識の共

有化が困難。 

80+156+ 
120+60 

=416 

52 or 67 
(84) 

(62% or 
80%) 

0.34  村落手前 500ｍ地点まで年間を通じ中型トラ

ックがアクセス可能。また発電所地点はサイ

トまで中型トラックでアクセス可能。 但し、雨

季および台風時にアクセス道路に土砂崩れ

の可能性大。 

水量が多いので堰の工事は乾

期の終盤 3 月～5 月に実施す

ることが必須。 
 
 

 
 

可 
 

 

  5 3  4 5 17 4 3 3  
5 ダカラン 

Dacalan 
村落手前約 20km まで配電

グリッドがある。 
 
 
 
 

LGU の Engineer が Site に同行する

等非常に協力的であった。バランガ

イキャプテンはリーダーシップがあり

プロジェクトへの関心が強い。 
 

179 36 
(36) 

(100%) 

0.51  乾期においては村落手前 11.5km 地点ま

で、小型 4 輪車駆動車にて、また、雨期にお

いては手前 18km 地点まで小型特殊 4 輪車

駆動車アクセス可能。 また発電所ｻｲﾄまで

は 1.5km で人道がある。資材の運搬は年間

を通じ極めて困難。 

水量が多いので堰の工事は乾

期の終盤 3 月～5 月に実施す

ることが必須。 
 
 
 

 
 

不可 

 
 

可 
 

  5 5  5 3 17 1 3 1  
6 ルボ 

Lubo 
村落手前約 15km まで配電

グリッドがある。 
 

LGU の Engineer が Site に同行する

等非常に協力的であった。PRA 等も

初めて行われたため住民参加意識

形成は今後の課題である。 

122+127+ 
118 

=367 

16 
(74) 

(22%) 

0.83  前述ダカランサイトと同様 
発電所ｻｲﾄまではダカランから 7km で人道

がある。資材の運搬は年間を通じ極めて困

難。 

堰の工事は乾期から雨期の始

まりまで実施可能。 
 

 
不可 

 
可 
 

  5 2  1 2 10 1 5 1  
7 カンブロ 

Cambulo 
隣の村落Batadまでグリッド

配電線がきておりBatadより

当該村落まで約6km。 

LGU の Engineer 及び staff が Site
に同行する等非常に協力的であっ

た。 
 

274+65 
=339 

68 
(68) 

(100%) 

0.35  村落より 4km 手前地点まで年間を通じ小型

特殊 4 輪駆動車でアクセス可能。 
同地点よりサイトは下りほぼ直線で見渡せる

ので索道を仮設すれば資材の運搬が容易。

水量が多いので堰の工事は乾

期の終盤 2 月～4 月に実施す

ることが必須。 
 

 
可 

(手法検討中)

 

  4 5  5 5 19 3 3 3  
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8 プラ 

Pula 
(Banawe) 

村落手前約約 8km 地点ま

で配電グリッドがある。 
 

 

LGU の Engineer 及び staff が Site
に同行する等非常に協力的であっ

た。 
 

85 15 
(17) 

(88%) 

0.81  村落手前 13km 地点まで年間を通じ大型普

通車両車のアクセスが可能。ここより村落へ

の 13km の道路は幅 50ｃｍ程度の平坦な山

道であるが資材の輸送は極めて困難。 

堰の工事は乾期から雨期の始

まりまで実施可能。 
 
 

 
 

不可 

 
可 
 

  5 5  4 2 16 1 5 1  

9 マガ 
Maga 

隣 の 村 落 Inwaloy ま で

2008 年までに配電線が延

長される。Inwaloy より当該

村落までの距離は約4.5km 

LGU の staff が Site に同行する等の

協力は得られた。バランガイキャプ

テンは非常に協力的であった。 
 

115 17 
(23) 

(74%) 

0.75  村落より 10km 手前地点まで年間を通じ普

通車両のアクセス可能、ここより村落までの

10km の道路は幅 50ｃｍ程度の山道であり資

材の輸送は極めて困難。 

堰の工事は乾期から雨期の始

まりまで実施可能。 
 
 

 
 

不可 

 
 

可 
 

  3 4  3 2 12 1 5 1  
10 リオ-2 

Liwa-2 
村落手前約 8km まで配電

グリッドがある。 
LGU の staff が Site に同行する等の

協力は得られた。バランガイキャプ

テンは非常に協力的であった。 
 

152 30 
(30) 

(100%) 

0.49  村落まで年間を通じて普通車両でアクセス

可能 
＾ 

堰の工事は乾期から雨期の始

まりまで実施可能。 
 

 
 

可 

 

  5 4  5 4 18 4 5 4  
11 ビナリアン 

Binalian 
隣の村落 Babadi（当初要

請をキャンセル）までの延

長工事 2007 年中に実施さ

れる。 
Babadi ～ 当 該 村 落 は 約

1km。 

LGU の staff が Site に同行する等の

協力は得られた。 
 

38 8 
(8) 

(100%) 

1.22  村落まで特殊四輪駆動車にてアクセス可

能、但し通常に車両が通行していないので

雨季の状況が把握不能。 
 

堰の工事は乾期から雨期の始

まりまで実施可能。 
 

 
 

可 

 

  1 3  5 1 10 4 5 4  
12 タリカブカブ 

Talicabcab 
村落センターより約 2km ま

で延長されている。また同

村落の Oyawe 地域より約

1.5km に配電線が通過して

いる。 

LGU の staff が Site に同行する等の

協力は得られた。 
 

38 8 
(8) 

(100%) 
 

1.22  村落まで年間を通じ四輪駆動車にてアクセ

ス可能、発電所サイトへのアクセスは別ルー

トであり、同サイト 2.5km 手前地点まで年間

を通じ普通中型車両までアクセス可能。 

堰の工事は乾期から雨期の始

まりまで実施可能。 
 

 
 

可 

 

  1 3  5 1 10 4 4 4  
注）１世帯あたりの建設コストについては、限定された供給世帯数（可能出力/200W）にて算定した。 
 
 
 

表２ 期分けによる実施の工程(案) 
 

 
年 2007 2008 2009 2010 

月 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

閣議                                  

E/N                                  
詳細設計/入札図書作成                                  

入札期間                                  

契約認証                                  

工事期間                                   
 （雨季/乾季） 雨季 乾季 雨季 乾季 雨季 乾季 

        
  第１期 
          
  第２期 
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既電化村落調査結果報告 

1. 調査対象村落 

サイト名称: カリンガ州、バルバラン県、パンティキアン村落 

 概要 

日本の草の根無償資金協力により 2002 年着工、2004 年 10 月に竣工式がおこなわ

れ、発電所運開より約 2 年間が経過している。発電容量 18kW、供給対象は住宅 119

戸および学校、診療所、教会等。 

 プロジェクト費用  3,684,000 ﾍﾟｿ 

日本大使館草の根無償資金協力  2,239,600 ﾍﾞｿ 

ローカル政府、受益者 1,445,000 ﾍﾟｿ 

2. 発電所の維持管理の現状 

発電所は基本的に夕刻の 5 時より翌朝の 8 時の 15 時間に運転される、この間は１名のオ

ペレータが発電所に常駐し管理している、またこれ以外の時間の運転については、イベン

ト（結婚式、葬式、集会等）および木工所における電動工具の使用等特別な要望が前日

までに連絡があれば、発電所の記録簿に記帳され、要望の昼間の時間帯に運転されてい

る。運開当初制御装置の初期故障が発生したが、その後 2 年間経過しているが主だった

故障は発生していない。 

3. 需要電力 

発電所の出力の各電流を毎日午後 9 時に記録台帳に記載している、このデータより算定

した発電機の負荷は約 9kW 程度であり、定格出力の 18kW の 50%程度である。 しかし

オペレータによれば、負荷のピークは午後 6 時～7 時頃であり、記録は無いがピーク時の

負荷の運開より 1 年後の 2005 年 11 月の 13kW がその 1 年後の現在 2006 年 11 月には

16ｋW に達し、定格出力 18kW の約 9 割弱にとなっている。 

4. 需要家の負荷調査 

2004 年マイクロ水力発電が運開後、電化により住民の生活は大幅に向上しており、照明

は全家庭に、ステレオは大半に、また雑貨屋を中心に冷蔵庫が 7 世帯に、洗濯機が 3 世

帯に導入されている。１戸あたりの平均最大負荷も約 135W(発電出力ピーク負荷を世帯

数で割った値 16,000/119 戸=135W/戸と算定される。 
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5.  村落電化組合(BAPA) 

村落電化組合は 2004 年 6 月に組織され、その規約内容の抜粋を表 S9-1 に示す。 

同表のとおり、電気料金は積算電力計を設置している家庭で 4 ﾍﾟｿ/kW また設置していな

い家庭では電気製品の定格容量 1W あたり月 1 ﾍﾟｿと決められている。また積算電力計の

設置世帯数は全体の 6 割程度。 

表 S9-1 パンティキアン村落 BAPA 規約要点 

 

出所：Pantikian Alternative Power Association Constitution and By-Low より抜粋 

なお、BAPA の 2004 年 10 月の発電所運開以降直ぐには料金の徴収は実施されず。正式

に 2005 年 6 月より料金徴収か開始されたとのこと、年間（2005 年 6 月～2006 年 5 月）の

収支について表 S9-2 に要約する。 

また、未収金については同収支表には記載されておらず、この額については 2006 年 5 月

末時点のデータは無く、2005 年 9 月末までの累計が 53,346 ﾍﾟｿと記録されている。5 月末

時点の額を比率にて算定すると約 42,676 ﾍﾟｿが年間前述１年間の未収金として想定され

る。未収金が回収された場合の年間収支を同表下段に示す。

項目 規約内容 備考 
入会金 建設時に役務提供したもの       50 ﾍﾟｿ 

建設時に役務提供をしていないもの 1,000 ﾍﾟｿ 
 

入会義務 BAPA の規約を守ること 
BAPA ミーティングに参加すること 
発電出力が不足した場合負荷制限の応じること 
料金を期日に支払うこと 
電気を正等に使用すること 

 

入会権利 BAPA の役員選挙権 
BAPA の記録をチェックすること 

 

電気料金 積算電力計が有る場合 4 ﾍﾟｿ/kWh  
積算電力計が無い場合 1 ﾍﾟｿ/W 電気製品定格 

 

ペナルティ 電気料金を２ヶ月支払わない場合供給線を断線 
不正接続 500 ﾍﾟｿ、1,000 ﾍﾟｿ、1,500 ﾍﾟｿ罰金 
積算電力計の不正改造 1,000 ﾍﾟｿの罰金 

 

総会 毎年 1 月 15 日に１回実施  
役員選挙 毎年 1 回  
理事会 理事は県職員も代表 1 名、村落キャプテン１名、村落長老 3 名の

計 5 名で構成 
 

理事会役割 BPAP の監督、助言、政策策定  
BAPA 役員 会長、副会長、プラント責任者、秘書、会計、監査役（以上各１

名） および運転員（４名） 
 

BAPA 役員報酬 会長 700 ﾍﾟｿ、副会長 500 ﾍﾟｿ、プラント責任者 500 ﾍﾟｿ、秘書

500 ﾍﾟｿ、会計 500 ﾍﾟｿ、監査役 500 ﾍﾟｿ、運転員 2000 ﾍﾟｿ 
1 ヶ月あたり 
4,750 ﾍﾟｿ 

収入 入会金、再入会金、電気料金、貸金の返済、献金、寄付等  
支出 役員報酬、プラントのスペアパーツの購入、プラントの修繕、取

替え、事務所の事務用品、会員の積算電力計および内線

工事費の貸付金 

 

財務報告書提出 財務表は LGU を通じ DOE へ提出する。 １回／年 
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表 S9-2 パンティキアン電化組合年間収支 
収入  支出  

電灯 70,395 報酬 14,733 
テレビ 4,035 料金収集員費 4,557 
CD 1,789 修理、維持費 16,181 
アンプ 376 技術料 479 
カンナ（工具） 605 監査費 8,158 
再接続費 150 供給者費 240 
入会金 250 会計報酬 1374 
罰金 110 会議費 580 
雑収入 3,874 交通費 600 
発電収入(徴収)合計 81,584 支出合計 46,902 
年間収支 34,682   

 
未収金 42,700   
発電収入合計 124,284 支出合計 46,903 
年間収支 77,382 （未収金算入）  

注)積算電力計の設置の場合の電力は全て電灯負荷として計上されている。 

表 2.1-5 の年間の発電収入合計より販売電力量および一世帯あたりの平均使用電力量お

よび電力料金を分析すれば表 S9-3 および表 S9-4 のとおりとなる。 

表 S9-3 使用電力量 
項目 算定式 算定 結果 

1. 年間総供給電力量 年間収入/電力単価 124,284 / 4 31,071 kWh 
2. 一戸あたりの年間平均 年間販売電力料/戸数 31,071 / 119 261   kWh 
3. 一戸あたりの月平均 年間平均/月数 261 / 12 22    kWh 
4. 一戸あたりの日平均 月平均/日数 22 / 30 0.73   kWh 

 

表 S9-4 電力料金 
項目 算定式 算定 結果 

1. 一戸あたりの年間平均 使用電力料 x 4 ﾍﾟｿ 261 x 4 1,044  ﾍﾟｿ 
2. 一戸あたりの月平均 月平均/月数 22  x 4 88  ﾍﾟｿ 

  
 

5)  村落電化組合(BAPA)および維持運営上の問題点 

・ 徴収されるべく料金 124,282 ﾍﾟｿに対して、徴収額が 81,584 ﾍﾟｿと徴収率が約 66%と約

2/3 の状況である。規約によれば 2 ヶ月支払わない場合は電源供給線を切り離すこととさ

れているが、それらの強制措置が実際に十分になされていない。正式に BAPA が運営さ

れ始めてから約 1 年少々であるが、今後この改善が望まれる。 

・ 組合役員の 1 ヶ月の報酬が 4,750 ﾍﾟｿ（運転員が 1 名の場合）であり、通常に支払うと年

間 12 ヶ月分で 57,000 ﾍﾟｿと電力料金年間収入の約 50％となる。このため、現在オペレー
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タと料金収受員のみに報酬を支給しており、その他の役職は電気料金を無料とで報酬な

し年間の支出実績は 19,290 ﾍﾟｿと低く抑えて運用しているが、年間収入を想定した現実的

な報酬額の策定が必要。 

・ 発電機出力においての積算発電量の記録がないため、発電電力量に対し需要家の消

費電力量の割合が算定不可能である。発電所における積算電力計の設置も本プロジェク

トにおいては考慮することが必要。 
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